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Ⅰ．はじめに
わが国では、第二次世界大戦前から職務給1)に類似した賃金はみられたが、本格的に採用される
ようになったのは戦後のことであった2)。したがって、昭和20年代初頭、アメリカから直輸入され
た職務給が、わが国の経営風士の中でどのように変化していったかをみることは、大変興味あるこ
とといえよう。
というのは、戦後、あれほどまでに基本給合理化の理想物としてみなされてきた職務給は、職能
給にとってかわられ、また一貫して職務給を採用してきた企業も、その職能給的運用、換言すれば、
いわゆる日本的修正（属人的要素の加味）の名の下にその純度を低下させていったからである。そ
こで本稿では、第二次世界大戦後のわが国の賃金体系合理化過程について、とくに職務給の史的展
開を７つの段階に区分して、その時代背景と採用状況を考察する。
Ⅱ．啓蒙・研究期（昭和21～23年）
－第１段階－
終戦直後は、戦時経済体制から平和経済体制への移行、軍需産業からの大量の失業者、復員、輸
送機関の破壊的打撃による流通経路の寸断、食糧難など枚挙に暇がないほど国民経済のバランスは
大きく崩壊され、人々は、いわゆる「タケノコ生活」「タマネギ生活」を余儀なくされていた。
経営論集　第56号（2002年３月)
経営論集　第56号（2002年３月)80
しかし、戦時中の賃金統制令、会社経理統制令といった統制諸法令が撤廃され、昭和20年12月の
労働組合法制定によって正式に労働組合が結成されるや、組合は悪性インフレに対処するべく、賃
金の増額を経営者に要求するようになった。つまり、まず「食える賃金」という考え方をベースに
した生活給的な諸手当の増額や新設が行なわれたのである。戦中、賃金としては統制方式形態と
いった学歴、経験、年齢、技能による初任給を基礎とする基本給と能力給に、時間外割増給、家族
手当、特殊作業手当を加えられたものが支払われた。とりわけ、圧倒的比重を占めていた諸手当部
分が、敗戦によってその統制の枷がはずされたが、上述のように悪性インフレにより賃金の増額が
急務となり、諸手当の増額や新設という形で賃金の増額が要請された。したがって、この時期、大
幅な賃上げではなくて、手当が数10にも及ぶというようなことが至る所でみられた。
このように、敗戦により悪性インフレがはびこり、大量の失業者が激増し、結果として実質賃金
は低下し、労働組合運動の飛躍的発展によって無差別的、画一的な生活賃金が要求されたのである。
昭和21年２月16日、インフレ収拾・物価安定・500円生活強制を目的として、政府は、悪名高い
金融緊急措置令を発し、通貨は新円に切り換えられた。同年月、渋沢敬三蔵相がＧＨＱに対して、
賃金体系の抜本的見直しを目的として「官職の分類」などの援助を要請した。
昭和21年７月、ＧＨＱ（連合国総司令部）が招聘した米国労働諮問委員会が、わが国の労働状態
を視察し、賃金制度に対しく次のような批判を勧告した3)。
「将来日本に於て能率的生産が主要な目標であるならば本委員会は被傭者によってなされた仕事
の性質がその報酬における決定的要素であるべきこと、基本給は被傭者の性や年齢や婚姻関係や勤
続期間やその他個人的要素によって決定されるべきものではないことを勧告する」
「現在の如き年齢、性及び婚姻状態の相違に基礎をおく賃金給料制度は経済的に不健全であり関
係被傭者に対しては不公平であり……本委員会は日本政府及び日本の民間産業が職務評価の健全な
原則即ち被傭者の個人的条件即ち性、年齢或は、婚姻状態に基かず、当該職務に必要な義務及び責
任に基づく所の賃金給料制度に向かって努力することを勧告する4)。」
また、この勧告とともに職務分析・評価、職務記述書など具体的な職務給導入に必要な要領につ
いての指示がなされたが、ここでは直接アメリカの職務給導入を勧告してはいないが、属人的要素
にもとづく賃金から生産能率向上を目標とする職務にもとづく賃金制度の確立を勧告したことに意
義が見い出せる。
昭和21年８月17日、閣議で官庁職員給与制度改正実施要領が決定された。その内容は、次の通り
である5)。
１．給与制度が複雑であるので簡素化をはかる。
２．手当を本俸化し、職員に安定感を与える。
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３．将来の方向として、職階制の採用が適当とみとめられる。
４．官庁給与の実情を調査する。
このことからも、当時の公務員の賃金体系において、諸手当の数が多く複雑化していること、ま
た、米国労働諮問委員会の勧告をうけて、将来の方向として職階制導入を打ち出していることがわ
かる。
９月23日には、膳桂之助国務相が、貴族院で、「是力ラ能率賃銀二改メテ行クト云フコトガ必要
ト存ジテ居リマス」と生活給から能率給への移行の必要性を述べた6)。
11月15日、経済安定本部（安本）は、「賃金支払方法に関する基本方針案」を発表した。その内
容は、
１．賃金は職務及び作業の遂行に対して支払わるゝものなることの原則を堅持すること。
２．賃金はなるべく能率給によること。
などを規定したものであったが、実際には全く効力がなく、その実施も円滑に行なわれなかった7)。
というのは、労働組合の反対と能率給実施に必要な標準作業量設定が出来なかったからである。
また、同月、５月の渋沢敬三蔵相の要請に答えて、ブレイン・フーヴァー（Blaine Hoover）氏を
団長として来日した対日合衆国人事行政顧問団（United States Personal Advisory Mission to Japan）に
よって、公務員への職階給導入の指示がなされた。
昭和22年に入ると、大蔵省の若手官僚の手によって職務給研究が始まった。３月16日、各官庁－
内務・大蔵・農林・運輸・通信の一部で試験的な職務調査が実施された。４月、大蔵省給与局試案
「新本俸決定要領」が発表され、政府部内では国鉄に対する作業の進捗が目ざましく、同月第一次
試案、６月第二次試案、そして８月には職務評価が実施された。
また、４月には世界労連日本調査（視察）団が来日し、次のようにわが国の賃金決定制度に対し
て批判している8)。
「国有事業をも含めた産業において賃金制度は、職業能力、仕事の性質、なされた仕事の質や量
に基礎をおいていない。時として、それは勤労者の年令や勤続年限によっている。また、われわれ
は、調査にあたって男女労働者の基本賃金を発見しなかった。というのは、報酬は子供の数に基礎
がおかれているが、これらの家族手当の性質は、価値を決定しえないのである。代表団は全部この
ような賃金決定方法を非難した。かかる方法は、雇主の意思のままに誤用され、差別待遇されうる
道を開くものであるという事実はさておいても、方法そのものが非合理非経済的である。」
これもまた昭和21年７月の米国労働諮問委員会の批判と勧告と同様、わが国の賃金が属人的要素
によって決定され、労働の対価としての賃金ではないと非難している。
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＜昭和22年 職階職務給制導入動向＞
民間企業においては、６月、東京急行の賃上げ争議の際、会社側から職務給の提案がなされ、翌
月導入されている。また、８月30日、中央労働委員会は、井華鉱業所と別子鉱業所の賃上げ争議の
調停案の中で「職階制採用」を勧告している。ちなみに、昭和22年に職階制を導入した民間企業に
は、東京急行、王子製紙、新理研工業、井華鉱業などがある9)。
同年９月１日、労働省が発足した。労働基準局初代給与課長の金子美雄氏を中心に同年11月、三
共、大日本、第一、日絆、武田、田辺、そして万有の７社により「製薬業職務給研究会」が設立さ
れた。
昭和22年10月21日、国家公務員法が施行され職階制実施がうたわれた10)。同年11月、臨時給与委
員会が発足したが、国鉄労組を除く全官公は職階制実施をボイコットした。しかし、委員会は23年
２月中旬、29歳2.5世帯2,920円べースを政府に対して答申し、さみだれ式に全官公労働者に職階制
が導入されていった。というのは、組合内部の意見不統一とＧＨＱ指令、マッカーサー書簡による
３月闘争から全官公を中心とする夏期闘争に対する中止や干渉があったからである。そして４月19
日には、国鉄において公務員初の職階職務給制が適用されることになった。
昭和23年４月12日、前年５月に関東経営者協会を中心として設立された経営者団体連合会が日本
経営者団体連盟と改称する。日経連は、「労働情勢に対する敏速かつ適切な対策の確立」をメイン
テーマに、組合が要求する理論生計費要求と生計費スライド制を非難し、能率主義原則と支払能力
原則に基づく賃金決定を強調するようになる11)。
時を同じくして、４月の闘争を契機として、電産も電産型賃金体系の特徴の１つであった年齢別
最低保障賃金に基づくスライド制から、平均賃金ベースにしたスライド制へと切り換えた。このこ
とは、電産型賃金体系の１つの柱であった年齢別最低賃金を弱体化する原因となった。また能率給
部分がより拡大したのもこの頃であった。
昭和22年の２・１ストライキ禁止命令によるスト中止に続き、全逓を中心とする官公庁労働組合
の３月闘争もＧＨＱの命令で中止され、７月22日の公務員法の全面的改正を示唆するマッカーサー
書簡によって公務員および公共企業体の争議権は禁止されるに至った。急進的な産別会議に対して
内外から批判が起こり、組合の自主性確立と共産党のフラクション活動排除をめざして民主化同盟
（民同）が結成され、主導的な立場をとるようになった12)。その賃金要求も、現実離れした理論生
計費に替わって、実態生計数に基づいて賃金水準を決定し、労働の質量に応じた賃金配分、生産性
向上をめざす賃金というように､職階給導入や能率給採用の考え方を取り入れるようになってきた13)｡
昭和23年11月30日、政府もＧＨＱの勧告によりインフレを抑制し、賃金水準を抑え、企業の支払
能力の範囲内での賃金額決定を目的として、賃金三原則14)を打ち出した。引き続いて、ＧＨＱは、
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わが国経済財政家計の全分野での復興を急速に達成することを目的として、経済安定九原則をわが
国政府に指示した。
Ⅲ．初期実験期（昭和23～25年）
－第２段階－
戦後の大インフレーションを終息するために政府がとった、昭和23年末から24年にかけての経済
安定政策によって、悪性インフレに悩まされていた国民が、わずかではあるが明日への希望を抱き
はじめたのがこの時期であった。終戦直後から急速に労働組合結成が進み、賃金要求ばかりでなく
民主化運動の波によって身分制撤廃、職工員の差別撤廃が当然の要求として掲げられてきた。これ
に対して経営側は、職工員の身分制に替わる新しい秩序体制確立と、当時支配的であった生活給体
系－電産型賃金体系に対抗するために、また、生活給一辺倒による合理化を目的として、職階職務
給の導入を押し進めた。
設立以来「支払能力原則」と「能率主義原則」という賃金政策論を提唱してきた日経連は、昭和
24年９月７日、「企業合理化に伴う賃金制度と能率給」を発表し、その中で、賃金形態として能率
給主義をとること、そして徐々に職務給制度を導入していくべきであることを主張した15)。この背
景には、３月に出されたドッヂライン16)により、企業合理化に本腰を入れなければならない情勢が
あった。
また、日経連は、同年発表の賃金白書の中で、民間企業への職務給導入について次のように述べ
ている。
「賃金形態については、第一には基本給は往々にみられた、身分給的、非科学的決定方法を是正
して、科学的職務分析による仕事の客観的価価内容と、労働者の正しい能力評価とによって定めら
れる職務給に代替せらるべきである。」
「わが国の企業の現段階においては、最終的理想型たる職務給を全面的に実現することは困難で
あり、漸進的にその方向をとることがのぞましい17)。」
このように、日経連は、一気に全面的導入は困難ではあるが段階的に導入していこうとした。
＜昭和23､4年 職階職務給制導入動向＞
　昭和23年当時、民間では、まだ職務給が導入されている企業は少なく、日絆が職務給を、日本
油脂が職階給制度を採用したにすぎなかった。しかし、昭和24年に入ると、いち早く十条製紙が職
務給導入に乗り出し、８月には労働科学研究所の本林富士郎博士の指導の下に職務分析を実施し、
点数法による職務給の実施を行なった18)。ちなみに、24年に職務給を導入した企業には、大日本セ
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ルロイド、日本建設、東邦ガス、阪神内燃機、日本無線、東京無線、安川電機、沖電機、日本軽金
属、日本鉱業、精工舎、日本通信工業、三共製薬、日粋、川絆、川崎電工などがある。
昭和25年に入ると、三菱電機は併存型の職階制を導入し、新能率給制度を開始した。そして同年
９月、職工員の身分制を廃止し、新たに職能に応じて月給者と日給者とに区分した。導入当時は職
位（position）で仕事を編成していたので「職階給」と呼んでいたが、その後、職務（job）に編成
仕直した。このように三菱電機は、職務給導入のわが国電機産業における草分け的存在であった。
また、政府関係においても、昭和22年10月21日の国家公務員法施行、翌23年４月19日の国鉄にお
ける職階職務給制の公務員への初めての適用というように、その間、全官公労組の抵抗を受けつつ
も、次第に給与法令、給与体系は整備統合され、ついに昭和25年５月15日に「国家公務員の職階制
に関する法律」つまり職階法が公布され、公務員に対する職階制はここに確立された。
Ⅳ．日本的修正期（昭和25～30年）
１．反省期　－第３段階－
アメリカの対社会主義戦略の変更に伴い、ＧＨＱのわが国労働組合運動に対する姿勢も、今まで
の民主化政策から一転し、厳しく弾圧を加えるようになった。昭和25年いっぱいにかけて、教育界
からの組合活動家追放を契機として吹き荒れたレッドパージ（赤追放）は、官公庁、民間産業全般
にわたって吹き荒れた。そして昭和25年７月11日、単産285万人の中央連合体としてのＧＨＱの肝
いりによる日本労働組合総評議会（総評）が結成されたが、日米安保条約・講和条約に抗議して全
面講和、再軍備反対を決議し、「闘う総評」に変貌し「ニワトリからアヒルへ」と評された。
昭和26年９月８日、対日平和条約および日米安全保障条約が調印され、わが国も天下晴れて独立
国の地位を回復した。日経連は、この年12月に「賃金体系の合理化」を発表し、賃金体系の合理化、
簡素化、賃金決定基準として労働対価の原則および同一労働同一賃金の原則を主張し、職階職務給
制の実施について必要な参考資料を提供した19)。このように、職務給導入の進路変更はないにして
も、第２段階（昭和23～25年頃）ほどの熱意をもち続けていたとはいえなかった。
その原因は、第２段階で一斉に導入された職務給がわが国の土壌になじまなかったこと、そして
朝鮮動乱によってまき起こった特需ブームによって生産増大が急務となり、能率給が見直されたこ
とにある。したがって、昭和25年から27年にかけては、その導入数も民間企業の採用状況からみて
も分かるように急速に低迷した。だが、能率給がとりざたされたのも一時的で、この低迷期におい
ても職務分析・評価作業の精密化促進、年功給との組み合わせ、能力給との併存というような日本
的修正が加えられていた。また、従来の職務給に対する反省とともに修正が加えられたのもこの時
期であった。
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昭和27年には、実質賃金は戦前を100として102.3にまで回復し、経済が安定化したのを契機に、
昭和27年２月20日の総評賃金綱領にもうたわれているように、従来の実態生活像をベースにした賃
金決定方式から、「健康にして文化的」な最低生活を営むために必要とされる最低生活費を算出す
る、いわゆるマーケットバスケット方式（全物量方式）へと切り換えられた。そして27年春季闘争
で私鉄総連、鉄鋼労運そして官公労もＣＰＩ(Consumer Price Index: 消費者物価指数)やＣＰＳ
（Consumer Price Survey: 消費者価格［実態のちに家計］調査）方式20)などを基準としたべース
アップ方式から、「健康にして文化的」な最低生活数を基礎とした理論生計弊による方式へと変化
していった。安定賃金制度化と賃金体系の職務給化に対して労働組合側は、両者とも低賃金水準、
低賃金額に結びついたものであるとして反対した。
２．適応期（昭和27～30年)
すでに述べたように、昭和25年から27年にかけて下火であった職務給が、27年から28年頃になる
と再燃しはじめる。これは職務給を米国型からわが国の職務分類に適合したものに変更する、つま
り年功格差を急激に縮小しないというように、いわゆる日本的修正を加えることによってわが国の
土壌に適応させるように工夫されたからであった。
また、昭和24～25年にかけて経営側が主張していた合理化は、朝鮮戦争による特需ブームによっ
て棚上げされた。しかし、朝鮮戦争の終了とともに生産過剰となり、合わせて国際経済競争にさら
され、価格を引き下げるためにコストダウンの必要に迫まられるとともに、品質向上に努めるため
にはどうしても生産性を向上させなければならなくなった。そして昭和28年から29年にかけて、い
わゆる生産性向上運動がスタートし、その結果、昭和30年３月１日（初代会長石坂泰三氏)、財団
法人日本生産性本部が設立された。そして日経連は、昭和29年初頭、(1)物価引上げ要因になる賃
上は認めない、(2)企業経理の枠を超えた賃上は認めない、(3)労働生産性を伴なわない賃金は認め
ない、という賃金三原則を発表した。
やがてこうした合理化運動のなかで、とりわけ定期昇給制度がクローズアップされてきた。とい
うのは、職階職務給、能率給、年間臨給協定、年間賃金決定なども問題となっていたが、職階給や
能率給はすでに問題とされていたので、定昇制度が浮かび上がったということである。また、各諸
協定も労使双方にメリットがあるということで取り入れられていった。
それではなぜ定昇制度がとくに注目を引いたのだろうか。それは職務給がわが国の土壌にうまく
適合しなかったことの反省に基因する合理的な賃金制度の要望と、年中行事化した賃上げ闘争にお
いて、莫大なエネルギーを労使双方とも費やすことを回避するために、年々労働者の賃金を半自動
的に上昇させる制度の必要が生じたからであった21)。その契機となったのは、昭和29年春、電産お
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よび私鉄、日通などの賃上げ要求に対して中労委が示した「定期昇給制度の確立」という調停案で
あった。しかし、その定昇制度の本質が曖昧としており、当時かなり混乱が生じたため、昭和29年
４月、日経連から「当面する課題、定期昇給制度」が発表され、ベースアップ方式と定期昇給制度
の対照点や賃金配分の公正化について指摘がなされた。また９月には関東経営者協会賃金委員会に
よって「定期昇給制度に対する一考察」が発表された。その内容は、ベースアップ方式と定期昇給
は全く別のものであるとしてその区分を明確にし、定昇の内容について提言した。また定昇制度の
確立によって賃金体系の合理化を図っていくこともあわせて主張した。
Ⅴ．沈滞期（昭和30～30年代中頃）
－第４段階－
昭和30年代に入ると経済が安定し、賃金水準は、昭和27年以降戦前を大幅に上回ってきた。生活
給体系によって縮小された賃金格差の是正が求められるようになる。
昭和29年からクローズアップされてきた定期昇給制度に対して、相当の混乱が生じたため、関東
経営者協会賃金委員会ではその進むべき方向を指示すべく、「定期昇給制度に対する一考察」を発
表した。しかし、諸般の情勢から一般企業においては必ずしも実施に移されなかった。これは、
「当時のデフレ経済下における企業内部の緊急諸事情と、加えて定期昇給制度実施に伴なう所要財
源の捻出が従業員の新陳代謝による賃金差額を以ってこれに充当し、人件数は増減しない、（いわ
ゆるエスカレーター方式と呼ばれているもの）という考え方であったために、現実とマッチせず二
の足を踏まざるをえなかった22)」と考えられたからであった。その原因として、所要財源捻出に対
しての認識不足を反省し、長期的には労務費が増大しないという考え方から、人員構成のひずみの
ために実際人件費が増大したとしても定昇を実施すべきだとして、次のように述べている。
「定期昇給実施に伴う所要財源は、あらゆる条件が正常である場合には、従業員の新陳代謝に伴
う賃金差額がこれに充当されるので何等増減しないと一般にいわれている。然し乍らこのような考
え方を基準とした場合には、現実にこれを維持達成できる企業が果してどの位あるだろうか、まこ
とに疑わしいといわなければならない。……従ってこのような点に固執する限り、昇給制度の確立
は到底望みえない。よって当面昇給制度を実施に移すためには、ある程度の人件数の増加は己むを
得ないものとして踏切らねばならない。企業が安定から漸次発展段階へと前進しつつある現状に鑑
みて、このような人件費の増加も吸収可能と考えられる範囲内において許容し、是非共実施に移す
べきである23)。」
経営側の態度は、国際競争力の強化が必要であった当時において、旧来のベースアップ方式から
定昇制度へ脱脚することによって、経済情勢へのすみやかな適合を目的としていた。このように労
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務費の増大をまねいてまでも定昇制度を実施していこうとする背景には、昭和30年の数量景気、31
年の高天原景気あるいは神武景気による生産性向上によってその増加分を吸収できるという自信か
らきたものであろう。
しかし、昭和32年の不況によって、再び賃金支払総額を安定させ、べースアップを排除すること
を念頭においた昇給制度が注目されるようになった。
＜昭和30年 職務給導入動向＞
さて、職務給は混迷期に入ったようにみえる一方、日本的に修正された職務給が大企業に導入さ
れたのもこの時期であった。東京電力、九州電力、同和鉱業、資生堂、昭和電工、日本軽金属など
の企業が、労研の本林方式によって職務給を導入した。しかし、一般的には職務給は理想ではある
が、低賃金のわが国では時期尚早であるという考え方が支配的であった。
昭和31年７月発表の経済白書が「もはや戦後ではない。回復を通じての成長は終わった。今後の
成長は近代化によってささえられる」と謳った24)。実際、一人当りの実質国民所得が戦前最高で
あった昭和14年並みになり、鉱工業生産も過去最高の昭和19年を超えたことから、そして戦前中の
最高時の需要を満たせることから戦後の回復過程が終わったと判断し、「もはや戦後ではない」と
述べたのである。
昭和32年１月、日経連は、再び定昇制度を採り上げる趣旨ならびに経緯を次のように発表した。
『昨今の如く、デフレ経済を脱却し、安定化のみならず、更に積極的に発展を期待すべき段階に
到達している状態においては、賃金制度も本来的、安定的なものに復帰するべき、絶好のチャンス
なので、わが国賃金制度の特質として現状では不可欠の昇給制度を再検討して、新しい情勢に即応
した安定策として、実施に移すべく、日経連は昭和31年度の基本方針の１つである「労使関係の安
定」の内容として、「合理的な給与制度の確立（定期昇給制度……）」を採上げた次第である25)。』
また、定昇制度を生活賃金から職能賃金体系移行への架け橋とし、昇給財源の増加分を生産性に
より吸収して行こうとする姿勢を打ち出している。さらに定昇制度を採り上げる一方、わが国の土
壌にマッチした職務給、能率給の導入を次のように提言している。
「職務給制度、能率給制度が提供される労働の質と量に即応した制度として、労働者の心理的公
平性、刺戟性を満足せしめるものであり……そのまま我国に適応し得るものではないが、我国の土
壌の上に、いかにして、職務給、能率給を吸収して行くか、また、労働の質および量に応じた賃金
格差をいかに適正なものとするかが、我国賃金に課せられた重要な任務といえよう26)。」
昭和33年頃は、岩戸景気と呼ばれ、設備投資が盛んに行なわれ、中高卒の新規学卒者の労働市場
も売手市場に変わり、労働力不足時代に突入した時代であった。昭和33年１月１日、日経連は「当
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面の日本経済と賃金問題」を発表し、当面の賃金制度として、安定賃金のために合理的な昇給制の
確立を要請した。もはや職務給は遠い目標に追いやられた感があった。しかし、その後、能率給に
対する労働組合の反対や技術革新による影響によって、職務給がふたたび姿を現すことになる。
昭和34年、日経連は「わが国の労働経済の現況と賃金問題」を発表し、そこで賃金管理に合理性
を与えるために昇給制度確立の必要性を主張した。35年に入ると、技術革新に対応する組織の再編
成、そして労務管理の近代化に対する必要性が高まってきた。33年頃から急述に進行しはじめた若
年新卒労働者不足、ますます激化する国際経済競争などを背景として、経営側は経営の近代化を目
的として賃金体系を改正し、年功賃金から脱却して再び職務給化の方向へ進路をとるようになった。
だが、それは、職務給の急速な導入が職場の混乱を引き起こし、従業員の反発を招きかねないので、
徐々に職務給化していこうとする「漸進的職務給化」の方向であった。
Ⅵ．全盛期（再導入期）（昭和30年代後半）
－第５段階－
昭和35年に入ると、日経連は、関東経営者協会に賃金研究会を設け、再び職務給化の検討を開始
した。翌36年、日経連は安定賃金論とともに、再び職務給化論を唱え始めた。次いで、37年１月に
は「賃金管理近代化の基本方向」を発表し、職務給導入を緊急課題として職務給強化への強い指導
性を打ち出した27)。それではなぜ日経連は、34、5年頃の漸進的職務給化というゆるやかなテンポ
から、一層整備された型の職務給を緊急課題として取り上げるようになったのであろうか。その理
由として日経連は、(1)総評を中心とする労働組合がその組織力と行動力を拡大してきたこと、(2)
定昇による人件費増大が顕著になってきたこと、(3)わが国経済が貿易自由化から資本の自由化へ
と開放経済体制へと突入し、企業にとって高能率経営への要請が高まったこと、(4)本格的職務給
導入の可能性が高度経済成長下で育成されてきたこと、(5)若年労働力の需給逼迫による初任給高
騰によって30年代前半に確立した年功序列賃金を何らかの形で修正しなければならなくなったこと、
などをあげた28)。
＜鉄鋼３社の職務給－鉄の時代－＞
しかし、何といっても再び職務給熱に火をつけたのは、昭和37年４月、八幡製鉄、富士製鉄、日
本鋼管といった旧鉄鋼３社が一斉に本格的な単一職務給を導入したことである。これは昭和30年の
東京電力、九州電力の職務給導入期が電力の時代と呼ばれるのにならって、鉄の時代と称せられた。
これによって賃金体系の方向は、「同一労働同一賃金」へ向かいはじめる。この鉄鋼３社の職務給
は、昭和24年８月に導入された、わが国の職務給化を具体化する上での１つの代表例でもある十條
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製紙と比較して、次のような相違点がみとめられる。
　１．本格的なものを導入しようとして前提条件を十分満たすことに配慮したために、導入範囲が
ブルーカラーに限定されている。
２．職務船を賃金体系の１項目として採り上げている。
昭和38年になると、政府により職務給が推進されるようになった。同年３月、時の首相池田勇人
は、「今後の賃金体系は、労働を刺激するような職務給、能力給に移行させたい」と述べた。５月
には自民党が長期賃金政策として職務総の考え方を取り入れることを発表した。そして10月、労働
省に「賃金研究会」が発足し、労働生産性向上と、賃金制度再検討を目的として、年功序列賃金か
ら職務給への転換を検討した。この賃金研究会は、昭和39年２月と８月に、「賃金制度検討につい
ての視点」「賃金制度と労働力の流動化について」と題して報告を行なった29)。
一方、このような政府、経営側の職務給化論に対して、各組合組織の反応はどうたったのだろう
か。総評は、昭和38年運動方針において、その「賃金体系闘争」の項で、「日経連が強調している
職務給は、賃金水準を低いままに押え、労働者の統一を職務ごとの利害によって分断し、総意的な
職務評価や考課の適用によって職制支配を強めることをねらっている。とくに職務給が年功賃金に
代わる必然的な賃金体系であるという宣伝で、青年労働者の低賃金、職種間の利害につけ込んでそ
の拡大がはかられているから、職務給の理論的反駁と実情の分析を行なって、その改悪を阻止して
闘う30)」との態度を表明した。一方、昭和39年11月に全労、総同盟、全官公の再編成によって発足
した全日本労働総同盟（同盟）は、昭和41年度賃金白書「高度安定成長への賃上げのたたかい」の
なかで、「われわれはなお、職務給実施の前提条件としての職務範囲の確定、職務の標準化、職場
序列の職務序列化、民主的な労使関係そして充分な賃金水準などの整備をすすめつつ、賃金率の決
定は団交をつうじて行なう体制のもとに、部分的に、漸進的に職務給を導入することについては、
われわれの基本方針にそうものとして賛成である31)」と述べ、同一労働同一賃金を実現するために
は職務給が必要であるとして、職務給賛成の立場をとった。同盟の機械関係労働組合である全金同
盟は、昭和37年10月発表の「年齢別最低保障賃金の基準案と体系整備」のなかで次のように職能給
の具体化を図ることを勧めている。
「職務給設定の前提条件すなわち職務中心の組織体制が生産体制との密接なつながりにおいて、
いまだ確立できない状態が多い。賃金決定のあり方を属人的な総合決定から客観的な職務内容を充
分反映したものに移行させていくことは、賃金近代化の方向であるが、単にこれを職務給にすると
いう１つの言葉で代表させてしまってはいけない。」
「職務評価、職務分析などによる職務給の設定以前に、まずこれらの諸要素（学歴、経験、能
力）を活用して職務給という形で職務内容を反映する賃金決定に努力し、組織体制のなかに職務を
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中心とする人事、生産体制、作業態様、組織経営管理の体制を順次きずきあげ、職務給設定の条件
整備を行なっていくべきである32)。」
このように労働組合内部においても、職務給反対、賛成論、そして職能給論といったように、職
務給に対する考え方に食い違いをみせている。
＜昭和30年代後半 職務給導入動向＞
昭和37年、八幡製鉄、富士製鉄、日本鋼管33)、日立電機、昭和38年、東都製鋼、日本電機、明電
舎、昭和39年、東芝、保谷硝子、日立電線、日立製作所、芝浦製作所。
Ⅶ．転換期（昭和40年～オイル・ショック）
－第６段階－
昭和40年代に入ると、職務給だけでなく職能給、仕事給といった賃金形態が台頭してきた。40年
不況を反影してか、役職ポスト不足対策として職能資格制度が普及し、その受け皿として職能給が
採用されるようになった。また、大手電機メーカーを中心に仕事別賃金（仕事給）といった名称で
の日本的職種別熟練度別賃金を、東芝、松下電器、三洋電機、早川電機が取り入れて話題を提供し
た。
昭和40年前半は、若年労働力不足による初任給の高騰が続き、42年４月には史上最高を記録した。
これにより年功序列賃金に対する反省がなされるようになり、職務給、職能給を採用する企業が増
えてきた。40年代中頃になると、人間性尊重、日本的なものの再評価が大きく取り上げられるよう
になってきた。職務充実（job enrichment)や職務拡大（job enlargement）が叫ばれるようになり、欧
米の経営から学ばなくても、日本的なものを見直そうという気運が高まってきた。そこで年功の否
定が即職務中心の考え方には結びつかず、職能中心という方向にむいてしまったのである。
やがて昭和46年のドル・ショック、48年のオイル・ショックにより、わが国は長いトンネル不況
へと入っていった。それとともに40年代前半の「職務給か職能給か」という選択の時代から、職能
給の方が職務給よりすぐれているという、職能給優位の時代へ移っていく。
＜仕事給の登場＞
昭和40年代は、37年以降の鉄鋼産業の職務給導入に続いて、電機産業のトップクラスの企業に職
務給が採用され始めた。だが一方では、40年不況を反映してか、役職ポスト不足対策として職能等
級資格制度を運用する上で必要とされる、職能給を導入する企業が増えてきた。
また、家電メーカーを中心に「仕事給」あるいは「仕事別賃金」と称される日本的職種別熟練度
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別賃金（技能と熟練度そして労働市場によって決定される賃金）が実施されるようになってきた。
それではなぜ職務給ではなく「仕事給」を採用したのだろうか。それは職種別熟練度別賃金が職
務給の前身であり、それに比して職種数が少なく技能・熟練によって賃金決定できることが、わが
国の土壌に適していると考えられたからである34)。この「仕事給」なるものを初めて用いたのは東
京芝浦電気であった。同社は、昭和40年４月技能職に適用し、次いで42年には事務・技術職にも実
施した。41年春には、松下電器産業が仕事給を「仕事別賃金」と呼びかえ導入した。次いで42年三
洋電機、44年早川電機（現在シャープ）は「職種別賃金」を導入した。
また、昭和40年代初頭の職務給導入の傾向としてあげられるのは、37年当時の鉄鋼３社における
職務給導入がブルーカラーに限定されていたのが、この頃になるとホワイトカラーの職務給化が、
新聞（毎日、産経)、銀行、政府関係機関へと普及していったことである。
＜昭和40年代前半　職務給導入動向＞
昭和40年、東芝製鋼、神戸製鋼、日新製鋼、古河電工、中部電力、41年、松下電器（仕事別賃
金)、協和醗酵、東北電力、42年、北陸電力、三洋電機（仕事別熟練度別賃金)、43年、日新電機、
44年、三菱重工、東京電気化学、シャープ（職種別賃金）。
Ⅷ．衰退期（オイル・ショック以降）
－第７段階－
オイル・ショック以降、わが国は低経済成長期に入り、そして高齢化社会の到来がジャーナリズ
ムに取り上げられるようになってきた。そこで従来のような年功賃金を続ける限り、賃金原資の増
大を余儀なくされ、労務費倒産にもなりかねないといった危機感が抱かれはじめた。そこでますま
す能力主義管理が要請されるようになり、職能給が評価されるようになってきた。これまで職務給
一辺倒であった日経連も、職能給化を提案するようになるのもこの頃であった。
50年代に入ると、職務給と職能給の接近がみられるようになる。つまり、職務給はますます日本
的修正が加えられ、職能給は、職務とのつながりを深める方向にむかっていった35)。
＜オイル・ショック以降 職務給導入動向＞
かつての職務給導入企業が、職能給化へと再編成する動きがみられるようになり、名称は職務給
であったとしても、その運用が職能給化してきた。この時期の賃金体系の改訂動向をみてみると、
昭和54年から三洋電機とシャープの２社が混合型から併存型職務給へと移行し36)、松下電器は、職
種を大くくりした現場職の仕事別グループを減らした37)。そして豊年製油は同年４月から職能等級
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資格制度を導入した。
一方、東京電力は昭和30年に職務給導入以来職務給体系を堅持してきた。また、十條製紙も昭和
24年８月に職階給導入、27年の本格的職務給実施からオイルショック以降までも、日本的修正が加
えられ、わが国の職務給具体化のモデルとして注目されてきたが、両者ともアメリカから導入され
た職務給ではなかった。東京電力の職務給は、職務給設定を主目的とした職級制度から、個人の能
力開発を中心とした職級制度へと移行していた。十條製紙の場合も職能的職務編成がなされ、基本
給の中心をなす本給も職務および職務遂行能力によって決定されていた。このように本来の職務給
の姿とは違った、つまり日本的修正と呼ばれる属人的要素が加えられ、その姿をとどめていた。
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